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.of Stata)と「 日本国民総合の象徴」 (Symb。1 0f he unity of thc pcoplc)とどう違うのか,「主





















(IntegraoOn),すなわち国家構造における異質的分子 (diC diSpdraten Elemcntc)を統一にまで























るとする意見, これは同時に, 人としての天皇の地位については, 日本国の基本的性格として,
「 日本国は, 天皇を国民統合の中心とする民主主義の国家である」 と規定すべきであるとするも
の,「日本国民統合の象徴」 とあるのを 「 日本国民統合の中心」 と改め, かつ 「天皇は外 国








徴」 とよ存置するが,「日本国の象徴」 は削除し「天皇は対外的に日本国を代表する」 という規
定を設けるべきであるとする意見, この意見は 「象徴」 の文字をすべて削除するものではなく,






























(アメリカ)すべての権力 tOus lcs qouvoirs(ベルギー)政治権力POlitcal power(ノースカロライ
ナ)国権Staatsgewalt(ドィツ,ワイマール憲法)などを用いている。 我が国憲法は「主権Jの語
を憲法前文第一項,第二項,第一条で使用しているが,前文第二項で云う「……自国の主権を維持















(The EmpcrOr shaH be the symbol・・―・, de?ving his positiOn from the sovcreign will of thc
qcoplc)となっていた。これを衆議院で,「・……この地位は, 主権の存する日本国民の総意に基く」
(・……・, deriving his positiOn frOm the will of thc peoplc with whom resides sovercig n powcr






























































































































































































































注 (※15)法学協会 注解日本国憲法 有斐閣 1951 Pる8
























しかし「国政に関する権能」 (POWers related to govcrnment)と「国事に関する行為」 (Acts
in mattcrs of state)との区別は, 日本語としては粥瞭ではないが,英国の法諺「王は君臨すれども








































































































































鳥取大学教育学部研究報告 教育科学 第11巻 第2号
として,法論理的に不可能であるから,改正に限界ありとする通説の考え方は正当であり,教科書
が,その立場を取っているのは,その限りで妥当といい得るであらう。
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Suコn珀血ary
After the 、var the education of my country has detnocFatiZed, anc has exclude the lxlilitatism,
totalitarianisin and ultran2tiontalism frOm the prewar educatiOn, and has PraCtised under the
ne、v education d。こorine. Moreover the educatio■doctorine of the ttbSoI“isim of the Ten40
system (the EmpeFOr SystelIL Of Japa4)iS denied, and the criticism and valuation oE the tenno
has becOme fFee. But on the contrdry as the result the treatinent Of the tenno in the edacation
has become ldifficult.In OFder tO educate the right education db―Out th Tenno―, fitst of all we
must staFt l■Ona the right understand Of the splrit of constitutiOn,
(19奇弯判0月50日蚕と
'4)

